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指定廃棄物の処理に関する県民の理解の促進について 

 

１．これまでの取組について 

 

１）環境省ホームページを通じた理解の促進 

・指定廃棄物の発生経緯、一時保管の現状と課題、処理施設の必要性・安

全性等について分かりやすく説明 

・特に栃木県民に取組状況を紹介するため、Ｈ26.5 には環境省ホームペ

ージ内に独立した特設ページを開設 

 

 

 

 

 

 

・詳細調査を行う候補地が所在する地元からいただいたご質問に対する環

境省の考え方をすべて掲載するなど、県民の理解促進のためのコンテン

ツを随時更新中 

 

  

参考資料１ 
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２）指定廃棄物に関するパンフレットの作成・配布を通

じた理解の促進 

・指定廃棄物に関する基礎情報、処理のプロセス、一

時保管と収集・運搬の方法、減容化施設の必要性・

安全性、処理施設の必要性・安全性、放射線の基礎

知識に関するパンフレットを作成・配布 

 

 

 

 

 

 

 

・栃木県と共同で、指定廃棄物について県民のご理解とご協力をお願いす

るための「大切なお知らせ」を作成し、新聞折り込みにて、栃木県内各

戸へ配布。（平成 25 年８月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリングに 
よる安全の確認 

指定廃棄物の 
いまとこれから 

指定廃棄物とは？ 指定廃棄物の 
処理の流れ 

一時保管と 
収集・運搬 

焼却などの 
減容化 

処分施設の 
安全性 

放射線の基礎知識 
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３）新聞広報を通じた理解の促進 

・一時保管の現状と課題、処理施設の必要性・安全性等や選定手法につい

て新聞広告によりお知らせ（これまでに計１１回栃木県内の新聞に掲

載） 

 

・平成 25 年 12 月 7 日（下野：朝刊、読売：朝刊、朝日：朝刊、毎日：朝刊、産経：朝刊） 

指定廃棄物の早急な処理の必要性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 26 年 1 月 11 日（下野：朝刊、読売：朝刊、朝日：朝刊、毎日：朝刊、産経：朝刊） 

栃木県における処分施設候補地の選定手法について 
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・平成 26 年 3 月 26 日～3月 30 日（下野：朝刊） 

計 5回にわたって連載広告を実施   

①指定廃棄物に関する基礎情報について ②指定廃棄物の処理の流れについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③指定廃棄物の処理の方法ついて  ④指定廃棄物の一時保管の現状について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤処分施設の安全性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
 

・平成 26 年 6 月 27 日（下野：朝刊、読売：朝刊、朝日：朝刊、毎日：朝刊、産経：朝刊） 

指定廃棄物の早急な処理の必要性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 26 年 7 月 28 日（下野：朝刊、読売：朝刊、朝日：朝刊、毎日：朝刊、産経：朝刊） 

指定廃棄物の一時保管の現状及び処分場の必要性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 26 年 8 月 20 日（下野：朝刊、読売：朝刊、朝日：朝刊[モノクロ]、毎日：朝刊、 

産経：朝刊） 

栃木県内で処分する指定廃棄物について 

 

 

 

 

 

 

 



6 
 

 

・平成 26 年 10 月 31 日（下野：朝刊） 

指定廃棄物の一時保管の長期化の解決について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（読売：朝刊、朝日：朝刊、毎日：朝刊、産経：朝刊） 

 

４）モニタリング情報の公表 

・施設周辺の空間線量率・地下水の水質などについて、施設設置前から測

定し、施設設置前後において数値の比較を行い、問題がないことを確認。

測定データを随時更新して公表。 
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２．今後の進め方について 

これまで以上に、集中的に連載企画・シリーズ化した広報活動を行うこと

により、地元の方々や広く国民の皆様のご関心に沿った情報発信を行うこ

とにより、幅広くご理解が得られるように取り組む。 

 

１） 新聞を通じた理解の促進 

栃木県においては、これまでも一時保管の現状と課題、処理施設の必

要性等について、計 11回新聞広報によりお知らせを行ってきた。 

今後、これまで以上に、指定廃棄物に係る取組みについて、県民の関

心に沿った情報発信を行い、指定廃棄物の安全な処理について皆様の理

解が得られるよう、努める予定。 

 

２） テレビを通じた理解の促進 

新聞広報に加え、新たな広報施策として、テレビ広報番組を作成する

ことを検討している。 

具体的には、放射線や指定廃棄物の処理について不安を感じている

方々に対し、放射線の基礎知識、指定廃棄物の基礎知識等について、分

かりやすい広報番組を作成し、定期的に放送することを検討中。 

 

３） ホームページにおけるコンテンツの充実 

指定廃棄物の詳細調査候補地の選定に使用した各種データの拡充を行

うなど、さらに栃木県民の理解を促進するようなコンテンツの充実など

を行っていく。 


